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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 （千円） 44,753,357 46,589,918 61,097,944

経常利益 （千円） 1,429,168 1,456,642 2,469,829

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,124,107 1,061,275 1,722,848

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 843,499 648,094 1,070,176

純資産額 （千円） 37,267,948 37,744,695 37,494,713

総資産額 （千円） 52,410,628 53,280,296 54,272,748

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 12.87 12.13 19.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 12.85 － 19.70

自己資本比率 （％） 71.1 70.8 69.0

 

回次
第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △3.45 △1.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定において、

「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有

する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しておりま

す。

４．第63期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

（財政状態の状況）

当第３四半期連結会計期間末の資産につきましては、53,280百万円となり、前連結会計年度末に比べて992百

万円の減少となりました。その主な要因は、受取手形及び売掛金の減少及び国際財務報告基準を適用する在外連

結子会社のIFRS第16号「リース」の適用による使用権資産の増加によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債につきましては、15,535百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,242

百万円の減少となりました。その主な要因は、国際財務報告基準を適用する在外連結子会社のIFRS第16号「リー

ス」の適用によるリース負債の増加に加え、賞与引当金及び長期借入金の減少によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産につきましては、37,744百万円となり、前連結会計年度末に比べて249

百万円の増加となりました。その主な要因は、利益剰余金の増加及び為替換算調整勘定の減少によるものであり

ます。

（経営成績の状況）

当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、国内は前年並みで推移し、海外代理店向けの売上

はバドミントン用品が好調で増収となりました。中国については在庫調整が一定程度進捗し、バドミントン用品

全体の売上は引き続き回復基調であり、連結売上高は46,589百万円（前年同四半期比4.1％増）となりました。

増収に伴う売上総利益の増加が、将来の成長を見据えた先行投資としての広告宣伝費、人件費等の販管費の増加

を上回り、営業利益は1,599百万円（前年同四半期比12.6％増）、経常利益は1,456百万円（前年同四半期比

1.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,061百万円（前年同四半期比5.6％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①［スポーツ用品事業］

イ．［日本］

国内では、ウェアについては増収となりましたが、バドミントン用品は前年並みとなりました。テニス用品

については、テニスシューズが好調でしたがラケットの売上が前年に満たず減収となり、国内全体では前年並

みで推移しました。海外代理店向けの売上については、バドミントン用品やウェアが好調で増収となりまし

た。利益については円高による仕入れコスト低減の一方で、国内工場の生産効率は改善傾向ながら第１四半期

における低下の影響が大きく、第３四半期累計では売上総利益率は前年並みとなりました。増収に伴い売上総

利益は増加しましたが、選手契約等の広告宣伝費、人件費の増加等による販管費の増加が売上総利益の増加を

上回り、減益となりました。

この結果、売上高は29,018百万円（前年同四半期比2.5％増）、営業利益は267百万円（前年同四半期比

36.6％減）となりました。

ロ．［北米］

北米販売子会社では、バドミントン用品については増収、テニス用品については減収となり、北米全体では

増収となりました。利益面については、継続して製品のプロモーションや販売体制を強化しており、販管費が

増加しました。

この結果、売上高は1,731百万円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益は28百万円（前年同四半期比71.5％

減）となりました。
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ハ．［ヨーロッパ］

ヨーロッパ販売子会社では、バドミントン用品は減収、テニス用品についてはラケットの売上増により増収

となりました。現地通貨ベースでは全体で増収となりましたが、為替換算の影響により減収となりました。利

益面については、セールスミックスの変化により売上総利益率が低下し、さらに人件費等の販管費が増加しま

した。

この結果、売上高は1,737百万円（前年同四半期比5.3％減）、営業損失は25百万円（前年同四半期は64百万

円の営業利益）となりました。

ニ．［アジア］

売上については、中国販売子会社では、ラケット及びシューズを中心にバドミントン用品全体が回復基調と

なり、為替換算によるマイナス影響を加味しても増収となりました。台湾子会社では、バドミントンラケット

やシューズ等の売上が回復し増収となりました。

利益については、主に台湾での積極的投資により広告宣伝費が増加しましたが、増収に伴う売上総利益増の

影響が大きく、増益となりました。

この結果、売上高は13,652百万円（前年同四半期比9.4％増）、営業利益は1,288百万円（前年同四半期比

61.1％増）となりました。

これらの結果、各地域セグメントを合計したスポーツ用品事業の売上高は46,140百万円（前年同四半期比

4.1％増）、営業利益は1,557百万円（前年同四半期比12.5％増）となりました。

②［スポーツ施設事業］

スポーツ施設事業の中核をなすヨネックスカントリークラブは、10月は台風の接近等、週末に悪天候が続き

入場者数が大幅に減少しましたが、12月は暖冬で降雪の影響が少なかったことから入場者数が過去最高とな

り、累計で増収となりました。利益については人件費等の増加により減益となりました。

この結果、スポーツ施設事業の売上高は449百万円（前年同四半期比1.5％増）、営業利益は65百万円（前年

同四半期比13.8％減）となりました。

（注）セグメント別の記載において、売上高については、「外部顧客への売上高」について記載し、営業損益につ

いては、「調整額」考慮前の金額によっております。

(2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,030百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 93,620,800 93,620,800
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 93,620,800 93,620,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年10月１日～
2019年12月31日

－ 93,620,800 － 4,706,600 － 7,483,439

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

EDINET提出書類

ヨネックス株式会社(E02427)

四半期報告書

 5/18



（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2019年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,960,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,622,600 876,226 －

単元未満株式 普通株式 38,200 － －

発行済株式総数  93,620,800 － －

総株主の議決権  － 876,226 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権の数80個）

含まれております。

２．上記「完全議決権株式（自己株式等）」のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している「株式給

付信託（J-ESOP）」導入において設定した資産管理サ－ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）保有の当社

株式が134,092株あります。

なお、当該株式数は上記「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

②【自己株式等】

    2019年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ヨネックス株式会社
東京都文京区湯島

三丁目23番13号
5,960,000 － 5,960,000 6.36

計 － 5,960,000 － 5,960,000 6.36

（注）１．上記のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している「株式給付信託（J-ESOP）」導入において

設定した資産管理サ－ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）保有の当社株式が134,092株あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

２．自己株式は、2019年８月16日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、44,000

株減少しました。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,119,768 10,233,570

受取手形及び売掛金 ※１ 12,867,386 ※１ 11,782,444

商品及び製品 6,371,038 6,790,859

仕掛品 1,249,303 1,309,782

原材料及び貯蔵品 1,012,955 1,124,149

その他 1,373,918 1,474,681

貸倒引当金 △34,776 △33,149

流動資産合計 33,959,592 32,682,338

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 5,621,579 5,467,558

土地 8,439,691 8,424,668

その他（純額） 2,778,938 3,405,941

有形固定資産合計 16,840,210 17,298,169

無形固定資産   

のれん 145,833 233,698

その他 332,856 305,723

無形固定資産合計 478,690 539,422

投資その他の資産   

投資有価証券 115,167 104,450

長期預金 400,000 400,000

繰延税金資産 2,000,264 1,796,765

その他 480,216 459,900

貸倒引当金 △1,392 △750

投資その他の資産合計 2,994,256 2,760,366

固定資産合計 20,313,156 20,597,957

資産合計 54,272,748 53,280,296
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,449,510 3,086,473

未払金 1,749,139 1,515,390

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 668,629 ※２ 668,629

未払法人税等 381,786 55,348

未払消費税等 127,942 28,642

賞与引当金 789,490 282,742

役員賞与引当金 21,479 17,400

設備関係支払手形 468 742

その他 944,426 1,508,773

流動負債合計 8,132,872 7,164,142

固定負債   

長期借入金 ※２ 3,065,277 ※２ 2,641,111

退職給付に係る負債 3,281,428 3,156,689

役員退職慰労引当金 263,527 232,045

株式給付引当金 86,390 62,469

長期預り保証金 1,851,274 1,844,417

その他 97,265 434,725

固定負債合計 8,645,163 8,371,458

負債合計 16,778,035 15,535,600

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,706,600 4,706,600

資本剰余金 7,662,879 7,682,310

利益剰余金 27,588,595 28,211,676

自己株式 △1,334,863 △1,276,427

株主資本合計 38,623,211 39,324,159

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,685 4,700

為替換算調整勘定 △713,020 △1,191,200

退職給付に係る調整累計額 △462,990 △392,964

その他の包括利益累計額合計 △1,168,325 △1,579,464

非支配株主持分 39,827 －

純資産合計 37,494,713 37,744,695

負債純資産合計 54,272,748 53,280,296
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

売上高 44,753,357 46,589,918

売上原価 26,070,408 27,184,574

売上総利益 18,682,949 19,405,344

販売費及び一般管理費 17,262,783 17,805,983

営業利益 1,420,166 1,599,360

営業外収益   

受取利息 26,547 28,023

受取賃貸料 12,153 11,498

その他 30,485 30,400

営業外収益合計 69,185 69,922

営業外費用   

支払利息 10,182 38,108

売上割引 3,569 2,601

為替差損 45,552 166,558

その他 877 5,371

営業外費用合計 60,183 212,640

経常利益 1,429,168 1,456,642

特別利益   

固定資産売却益 158,621 -

投資有価証券売却益 - 9,654

国庫補助金 - 133,476

新株予約権戻入益 3,279 -

特別利益合計 161,900 143,130

特別損失   

投資有価証券売却損 - 336

特別損失合計 - 336

税金等調整前四半期純利益 1,591,069 1,599,437

法人税、住民税及び事業税 291,576 380,312

法人税等調整額 175,384 159,891

法人税等合計 466,961 540,203

四半期純利益 1,124,107 1,059,233

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - △2,041

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,124,107 1,061,275
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益 1,124,107 1,059,233

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △20,543 △2,985

為替換算調整勘定 △306,770 △478,180

退職給付に係る調整額 46,705 70,026

その他の包括利益合計 △280,608 △411,138

四半期包括利益 843,499 648,094

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 843,499 650,136

非支配株主に係る四半期包括利益 － △2,041
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【注記事項】

（会計方針の変更）

一部の海外連結子会社は、第１四半期連結会計期間の期首からIFRS第16号「リース」を適用しております。

これに伴い、借手のリース取引については、原則すべてのリースについて使用権資産及びリース負債を認識する

とともに、使用権資産の減価償却費とリース負債に係る支払利息を計上しております。当該会計基準の適用にあ

たっては、経過措置として認められている基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用してお

ります。

当該会計基準の適用により、当第３四半期連結会計期間末における四半期連結貸借対照表は、使用権資産（有形

固定資産のその他）が587百万円、リース負債（流動及び固定負債のその他）が664百万円それぞれ増加していま

す。

なお、当該会計基準の適用が当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

受取手形 24,669千円 110,975千円

 

※２　財務制限条項

借入金（2015年３月26日締結のシンジケートローン契約）については、以下の財務制限条項が付されており

ます。

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日

における連結の貸借対照表の純資産の部の金額又は2014年３月期の末日における連結の貸借対照表の純資産

の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。

②各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表の純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日

における単体の貸借対照表の純資産の部の金額又は2014年３月期の末日における単体の貸借対照表の純資産

の部の金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。

③各年度の決算期における連結の損益計算書の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計上しないこと。

④各年度の決算期における単体の損益計算書の経常損益に関して、２期連続して経常損失を計上しないこと。

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

借入金残高 1,533,333千円 1,341,666千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

減価償却費 986,725千円 1,157,185千円

のれんの償却額 － 50,749
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月20日

定時株主総会
普通株式 218,741 2.50 2018年３月31日 2018年６月21日 利益剰余金

2018年10月22日

取締役会
普通株式 218,906 2.50 2018年９月30日 2018年11月30日 利益剰余金

（注）１．2018年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額449千円が含まれております。

２．2018年10月22日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額449千円が含まれております。．

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 219,041 2.50 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

2019年10月21日

取締役会
普通株式 219,151 2.50 2019年９月30日 2019年11月29日 利益剰余金

（注）１．2019年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額448千円が含まれております。

２．2019年10月21日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額335千円が含まれております。．
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

 スポーツ用品事業 スポーツ

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
28,318,092 1,680,437 1,835,441 12,476,617 44,310,588 442,769 44,753,357 － 44,753,357

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

7,156,135 313 5,680 2,787,790 9,949,920 20,956 9,970,877 △9,970,877 －

計 35,474,227 1,680,751 1,841,122 15,264,407 54,260,509 463,726 54,724,235 △9,970,877 44,753,357

セグメント利益 421,296 98,803 64,462 799,485 1,384,048 75,509 1,459,558 △39,392 1,420,166

（注）１．セグメント利益の調整額△39,392千円は、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額等でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

 スポーツ用品事業 スポーツ

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高          

外部顧客への

売上高
29,018,259 1,731,879 1,737,543 13,652,703 46,140,384 449,533 46,589,918 － 46,589,918

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

7,405,685 170 8,887 2,494,541 9,909,285 23,812 9,933,098 △9,933,098 －

計 36,423,944 1,732,049 1,746,431 16,147,244 56,049,670 473,346 56,523,017 △9,933,098 46,589,918

セグメント利益

又は損失（△）
267,301 28,120 △25,824 1,288,021 1,557,619 65,089 1,622,708 △23,347 1,599,360

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△23,347千円は、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整

額等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（企業結合等関係）

（子会社株式の追加取得）

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称　　　　　　東洋造機株式会社

事業内容　　　　ストリンギングマシン等の製造

（2）企業結合日

2019年12月25日

（3）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（4）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

（5）その他取引の概要に関する事項

東洋造機株式会社の株式の49％を追加取得し、当社の持株比率は100％となります。

 

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。なお、当取引については2018年の当事企業の株

式取得と一体の取引として取扱い、支配獲得後に追加取得した持分に係るのれんについては、支配獲得時にのれ

んが計上されたものとして算定しております。

 

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金　176,400千円

取得原価　　　　　　176,400千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

138,614千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 12.87円 12.13円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,124,107 1,061,275

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,124,107 1,061,275

普通株式の期中平均株式数（千株） 87,373 87,482

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12.85円 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（千株） 92 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２．資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、１株当たり四半期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期間179千株であり、当第３四半

連結累計期間134千株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2019年10月21日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………… 219,151,860円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………… 2.50円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2019年11月29日

（注）2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月13日

ヨネックス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 武井　　雄次　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐藤　　　元　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヨネックス株式

会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヨネックス株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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